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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 要 旨

高等教 育機関でのインターネットを活用したeラ ーニングのあり方について考察する.教育サービスの改善

手段としてICT(Information and Communication Technology)は 有効であるのか,また,ど のようにすれば効果

が発揮できるかを主題とする,本論文での基本的な問題意識は,これまで巨額な情報関連設備の経費や研究

費を投入してきた高等教育機関のeラ ーニングが相応の成果を得られたかという点にある.いくつかの大学で

eラーニングに向けたLMS(Learning Management System)開発や運用が行われてきた.費 用対効果の測定に

は活用実績が使われるが,明 らかに十分な水準に達していない.また,実 績を伸ばす努力が最重要であるに

もかかわらず,普 及に向けた議論が活発でないように思われる.そこで,日 本の大学の多くが実践的なeラ ー

ニングに至らない理由は,ネ ットワーク社会の特性を踏まえた制度設計と運用ができていないからなのではと

いう推論からスタートする.そして,これまでのICTの 進展やeラ ーニングへの取り組みを振り返ることから,普

及へのアプローチを提案する.

　まず,第2章 では「高等教育周辺をめぐる経済的諸問題」として,我 が国を取り巻く経済状況と人的資源開発

に触れる.日本は人口減少社会が進行し,将来は消費面や生産面での経済力低下が危惧される.一人あたり

の生産性を向上させるには,知 識基盤社会に対応した人的資本の形成が必要であり,そのために高等教育機

関の役割が期待される.しかしながら,大学を取り巻く環境は厳しさを増している.財政支援の先細り,競争的

補助金の導入,国 公立大学の行政法人化,中 小私立大学の定員割れなど,構造的変革の時代に突入した

(2.1).さらに,少 子化と大学数の増加によって大衆化が進行し,二極化や多様化が顕著である.入学生の基

礎学力の低下が問題となり,教育現場ではさまざまな対応に追われている.グローバル化や情報化の進展で

労働市場での新卒採用はいっそう厳しくなっており,教育力の向上が要請されている(2.2).大学もキャリア教

育などをカリキュラムに導入するなどの対策を講じている(2,3).教育改革として,教 育課程を修了した学生が

どれほどの能力を身につけたかという視点で評価されるようになる.学部ごとに「学士力」が達成されたかという

ディプロマ・ポリシー(品質管理)に 向けた動きが見られる(2.4).

　 第3章 では「ICTによるプロセスの改善」を扱う.本格的な情報社会の到来で,　ICTは 身近なツールとなって

いる.新たな情報通信手段の活用はプロセス改善につながっており,とりわけ民間企業はWeb2.0的 ビジネス

を積極的に展開している.財 ・サービスの価値を判断するには価格情報を用いるが,Webで のユーザ評価や

クチコミの評判といった情報も利用されつつある.ユーザからの評価を取り入れ,売 上の増加や顧客満足度の
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向上,業 務の改善などに結び付けている.また,ユ ーザから多様かつ大量のデータを獲得するために,イン

センティブが機能するような仕組みをインストールしている(3.1).一方,企 業に比べて行政サービスはICTの

活用が遅れている.国家の情報政策であるe-Japan戦 略などを通じて電子政府や電子 自治体を推進してきた

が,期 待以上に進んでいない(3.2).行政と同じように,教 育サービスもICT活 用が浸透していない.そ の背景

には,インセンティブの欠如や縦割り組織が強いといった共通要因がある.市場メカニズムが十分に機能しな

い分野であっても,ICTに よるデータ活用から改善が期待できる.特に,教 育分野では教育プロセスの透明性

を高めることから,サービスの改善に応用できる(3.3).

　　第4章 の「インターネットを利用したeラーニングの変遷」では,教 育現場でどのようにeラ ーニングが利用さ

れてきたのかを振り返る.高等教育機関では,インターネットの普及当初より教員個人がDIY(Do It Yourself)

的なeラ ーニングに挑戦している.この動向に着目して,個 人の力で実行可能なeラーニングの時代的変遷を

扱う.また,技 術がサービスを規定していた時代背景とともに,イノベーションの普及プロセスにも言及する.

　1995年 からの15年 間を3つ の時代区分とした.まず,第1期 では「プログラミング志向」として1995-1999年

を説明した.ナ ローバンドを活用して,イノベータの教員が自作でeラ ーニングに必要なソフトウェアを用意し

た例などとともに時代 背景を説明する(4.2).次の2000～2004年 は「システム志向」と定義する.ブログなどの

Web技 術が飛躍的に向上し,大学へLMSの 導入が進んだ時代を解説する(4.3).続く2005年 からの5年 間

は「サービス志向」としてWeb2.0の 時代を扱った.ブ ロ一ドバンドの広がりで,豊 富なコンテンツが利活用で

きるようになり,ネットジェネレーションといわれる学生の登場で教育環 境は大きく変化しつつある(4.4).上記

のように過去からの流れをまとめることで次世代を展望する(4.5).

　　第5章 では「ICT活用における教育プロセスの評価と改善」として,教 育プロセスの可視化の重要性につい

て言及する.FDを はじめとする教育改善は可視化であることを説明する(5.1).大教室で100名 以上の受講生

がいる講義では授業マネジメントが困難である.受講生一人ひとりに対して頻繁に課題を出すのは難しいため,

理解度が把握しづらい.そ こで,ICTで の改善事例を2つ 取り上げる.前者は「Webでの理解度調査と授業改

善」として,LMSで 学生の授業理解度を高める事例である.受講生には毎回,クイズやアンケート・理解度など

をLMSか ら回答してもらい,これらのデータから授業進度を調整したり,成績の一部に反映する(5.2).後者の

例は「大人数教室での授業参加と改善」として,実 際にノートパソコンを教室に持ち込んだ授業を例示した.授

業に必要な基礎的知識をLMSで のクイズにして予習させれば,理 解度は向上する.また,　LMSか らの授業参

加は受講生の授業満足度も高まることをデータで示した(5.3).2つ の事例からeラーニングは教育プロセスの

　改善につながるという結果を得たが,同 時にその限界も明らかになった,教 員個人によるDIY的eラ ーニング

では,そ の科目の学習目標は達成できても学部や大学の組織的な教育目標には及ばないことである(5.4).

　　第6章 の「組織でのeラーニング活用」では,教 育サービス改善を目指した組織的なeラ ーニングを示した.
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学内セットワーク(LAN),学 生アクセス（情報端末),学 内システム(LMS),学 生のリテラシー（情報科目)とい

った情報教育環境が整備されても,それだけでは大学全体へeラ ーニングは広がらない(6.1).そこで,学 部と

して実施したeラ ーニングの実践例を紹介した.成功の秘訣は以下のようである.準備段階 では学部の教育目

標を明確にし,簡単な利用環境と平易な使用方法を教員に提示した.学 部専門科 目を担当する全教員に作問

しでもらい,基 幹科 目での利用を依頼した.また,学 生には学習インセンティブが内包された仕掛けを用意す

る.テストで関連問題を出題する授業数を増やすとともに,達成感や競争意識を利用する方法(gamification)を

取り入れる.こうして基礎知職 が不足する学生のフォローアップにICTが 有効であることを実績データで示した

(6.2).そして,全 く同じICT教 育環境であっても学部の取り組み姿勢で大きな利用差が生ずることが明示され

た(6.3).以 上の知見を元にして,どのようにLMSを 導入して活用すべきかといういくつかの提案を行なう

(6.4).

　 第7章 で「実践的ICT活 用へ向けた方策」を提案する.まず,最 初の段階であるLMS活 用に向けての戦略

を説明した.前 章の事例から新たな取り組みは直ちに広がるのでなく,長期間に渡って継続することで徐々に

学 生に浸透することがデータで明らかとなった.普 及プロセスを一般化するためにイノベーションの普及モデ

ルとキャズム理論を援用した.事 例では,組 織構成員の全員の理解と3割 の推進者による継続で,学部全体に

根付くことを示した(7.1).続いて,学 習データはべき乗分布に従い,ロングテールが確認された.多 様性が高

いので,テ ールに存在するパワーユーザに着目する.各大学に存在する2%の パワーユーザを活躍させるた

めに,共 通LMSの 創設を提案する.ここで,タギングと教材利用データからコンテンツ峻別 に役立てるほか,

さらに強みを持つ教材へ進化させる方策を提示する.す なわち,コモンズとクラスタ化により創発の可能性を

高める.このようにWeb2.0的 ビジネスの知見を利用し,新たなeラ ーニングの展開を目指す(7.2).以上のよう

な普及の段階にあわせた戦略を提示した.さらに,最 近はeラ ーニングを取り巻く環境が急激に変化しており,

従来よりもLMS活 用が期待できる.次世代通信規格や高度情報携帯端末機器が普及し,大学でのeラ ーニン

グは次の段階へ移行しやすい.そ こで,eラ ーニングの動向から将来への見通しが望まれる.そこで,eラ ーニ

ング環境をエコシステムと捉え,主 要な要素の均斉的な発展を見ながら普及を進める考え方を提案する(7.3).

組織的な取り組みの継続からLMSに 大量の学習データが蓄積され,デ ータ分析ができる.アクセスデータを

集約することから学生のeポー トフォリオが形成される.そして,取 り組みが大学全体に広がれば,エンロール

マネジメントが可能となる.最終的には,ICTで 学生の潜在的な能力を引き出す教育サービスが実現できる.

目標とすべきICT活 用は大学全体でのエンロールマネジメントであると結論付ける(7.4).

　 最終章の第8章 では,本 論文での主張を箇条書きでまとめ,今 後の研究を簡潔に述べている.
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担 当 者 氏 名　 究者 として自立 した研究活動 を行 うに必要な研究能力を有す ることを証す るに

　　　　　　　　 十分であることを認め、博士(経 済学)の 学位に値する論文であると判断 した。

学 位 論 文 審 査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　　　　　　 名　　　称　　審 査 委 員 会

機 関 の 名 称　　　　　　　　　 組 織 論文審査委員3人(主 査1人
、副査2人)お よ び 組 織

　　　　　　　　　 名　　　 称　　経済学研究科教授会判 定 の 方 法

　　　　　　　　　 判定の方法　　研究科教授会での無記名投票による

　　　　　　　　　　　　　　 (名古屋市立大学大学院経済学研究科)



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受付番号乙第20　 号

　　　　　　　　　　　　論文審査の結果の要 旨及び担当者

　論文題名

　　　 ICT活 用 に よ る教 育 サ ー ビス の 改 善　― イ ノベー シ ョンの 普 及 と組 織 的 活 動―

　児 島完二 氏の学 位請 求論文"ICT活 用による教育サー ビスの改善　― イノベーシ ョンの普及と組織的

活動―"は 、ICTの 活用 によ り、大 学教育特 に経 済学教育 における教育 力強化方法 を研究 し、 その研

究成果 を具体的 なe-ラ ーニ ングで実践 し、その効果 を調査分析 し、分析結果か ら今 後のICT活 用方

法 につ いてい く かの提 言を行 うものであ る。本論文の特色 は、e-ラ ーニ ングの実践 を、児島完二氏

が所属す る名古屋学 院大 学が2006年 度 文部科学省 「特色 ある大学教育支援 プログラム(特 色GP)」

に選定 され た「ITに よる経済学部 教育の標準化 と質保証」 と2009年 度 文部科学 省 「大学教 育 ・学生

支援推進事業 【テーマA】 大 学教 育推 進プ ログラム」 に選定 され た 「経済学 コア6の 形成 と2年 次 の

学習達成基準」 に より行 ってお り、効果測定 も全数的 かつ観察的 に行われ てい ることで ある.e-ラ ー

ニ ングの実践 によ り得 られた結果 を分析 す ることで、 「教育プ ロセ スを可視化 してe-ラ ー ニングを推

進す ることが急務 であ る。」「教員個人任せ でな く、組織 と して教 育 目標 を達成 で きる体制が必要であ

る。」 「ユーザ に対 して インセ ンテ ィブを取 り入れ た方法 で実践 す る必要 がある。」等の提言 を行 って

い る。 さ らに、現状ではオープ ンソー スのe-ラ ーニ ングプラ ッ トフ ォーム と してのLMS(学 習管理

システム)が 提 供 されてお り、そ の活用 が期待で きることか ら、 目標 とすべ きICT活 用 は大学全体

でのエ ンロールメ ン ト・マネ ジメン トであ ると結 論付 けてい る。 これ らの実証研究結果は、ICT活 用

による教育サー ビスの改善 を目指す各大学 にとって、有用な示唆 を示す ものであり、その価値は極めて高

いものであると評価できる。

　 以下、具体的 に、本論文の本体 となる第2章 か ら第7章 までの各章 を章 ごとに見てい くこととす る。

まず、第2章 「高等教育周辺 をめ ぐる経 済的諸問題」では、 少子化、大学の大衆化、入 学生の基礎学

力低下 間題等 に触れ、教育現場 には学士 力を向上させ るための教 育力向上が求め られ てお り、デ ィプ

ロマ ・ポ リシー(品 質管理)を 達 成す るための教 育改 革が不 可欠 であ る等、高等教育周辺 の現況 を概

観 している。

　 次に、第3章「ICTに よるプ ロセスの改善」では、ICTが 身近 な ツール とな って久 しいが、教 育現

場 でのICT活 用 が浸透 していない要 因を分析 し、教育現場 で のインセ ンテ ィブの欠如 と組織が縦割 り

とな ってい ることを原因 と している。 この ことから、「教 育プロセスを可視化 してe-ラ ーニ ングを推

進 す ることが急務であ る。」 と してい る。
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　　　　　　　　　　　　論文審査の結果の要 旨及び担当者

　第4章 「イ ンターネ ッ トを利用 したe-ラ ーニングの変遷」では、教育現場で どの ようにe-ラ ー ニン

グが利 用 されて きたかの流れ をま とめ ることで、次世代のe-ラ ーニ ングを展望 している。児島完二氏

によれば、第1期(1995～1999)は 「プロ グラ ミング志向」の時代で あ り、 ナ ローバ ン ドを活用 し

て、革新的 な教 員 が自作 でe-ラ ーニ ングに必要な ソフ トウ ェアを開発 した時代 としてい る。第2期

(2000～2004)は 「システム志 向」の時代 と定義 し、プ ログな どのWeb技 術 が飛躍的 に向 上 し、大

学へLMSの 導入が進 んだ時代 と してい る。第3期(2005～2009)は 「サー ビス志向」の時代 と して、

ブ ロー ドバ ン ドの広 が りで豊富 なコンテンツが利活用 可能 とな り、ネ ッ トジ ェネ レー シ ョンといわれ

る学生が登場 した時代 として いる。 このような学生の登場で教育環境 は大 き く変化 しつつ あ り、e-ラ

ー ニング も時代背 景を考慮 した ものに変容 してい く必要があ ると している。

　第5章「ICT活 用 にお ける教育プ ロセ スの評価 と改善」で は、各受講生の理解 度を把 握 しなが ら授

業 を進 める ことが困難 である受講生が多い講義 において、受講生 に毎回 クイズや ア ンケー ト ・理解度

等 をLMSを 通 じて回答 させ、その結果 を授業進度 の調整や成績評価 に反映 させ る方法 と教室 にノー

トパ ソ コンを持 ち込 ませ て授業 を進め る方法 とを実践 した結果 を分析 し、授業 に必要な基礎的 知識 を

LMSで 予習 させ ると、受講生 の理解度が 向上す ることと授業満足度 も向上す ることを明 らか に して

い る。 しか し、教員個人 によるDIY(日 曜大工)的e-ラ ーニ ングでは、当該 科目 の学習 目標 は達成で

きるが組 織的 な教育 目標 の達成 が困難な ことか ら、 「教員個人任せ でな く、組織 と して教 育 目標を達

成 で きる体制 が必要であ る。」 としてい る。

　第6章 「組織でのe-ラ ーニ ング浩用」では、組織的 にe-ラ ーニ ングを導入 した実践例 を示 してい る。

具体 的 には、学部専門科 目を担 当す る全教員 による作 問 を行 い、e-ラ ーニングによる回 答 を基幹科 目

で利 用 した結果、基礎知識が不足す る学生 の フォローア ップにICTが 有効 である ことを実績 データに

よ り明 らか に してい る。 しか し、組織的e-ラ ーニ ングが有効 であ った背景 には、ユ ーザ フ レン ドリィ

な環境 の構築 と学習 インセ ンテ ィブの内包があ った ことか ら、 「ユーザ に対 して インセ ンテ ィブを取

り入れた方法 で実践す る必要が ある。」 と している。

　 最後 に、第7章 「実践的ICT活 用 に向けた方策」 では、LMS活 用が直 ちに広 が るのではな く、長

期間 に渡 っての継続 が必要で あることをデー タによ り示 してい る。さらに、組織構成 員全員の理解 と

3割 の推進者 に よる継続 が必要 であると している。また、現状 ではオープンソー スのe-ラ ーニ ングプ

ラ ッ トフォーム と してのLMS(学 習管理 システム)が 提供 されて お り、その活用が期待で きること

か ら、 目標 とすべ きICT活 用 は大 学全体 でのエ ンロールメ ン ト ・マネジメン トであ る と結論付けて

い る。

　 なお、本学位請求論文 は、4篇 の査読付 き論文 を含む10篇 の論文、7篇 の予稿集掲載論文、8篇 の

DP、21篇 の学会発表、5篇 の著 書所 収論 文等 をま とめた ものであ る。

　 以上 の ように、本論文 は、児 島完二氏が経済学の研究分野 について研究者 と して自立 した研究活動

を行 うに必要 な研究能力 を有す ることを証す るに十 分であ ることを認 め、博士(経 済学)の 学位 に値

す る論 文で あると判断 した。

　　　　　　　　　　　　 (名 古屋市立大 学大 学院経済学 研究科)　 　　　　　　　　　　　 No.2



　　　　　　　　　　　　学力確保のための試問の結果

　乙　第20号 　　　　 　　　　 　　氏名　　児 島　完二

履歴 ・研究歴 ・論文 目録の審査報告

審査の結果、 適格 と判断する。

専攻学術 ・外国語の試問の必要性についての審査報告

専攻学術についての試問は、学歴、研究歴、論文 目録の内容を検討 した結果、その必

要がないと判断する。

外国語についての試問は、名古屋市立大学大学院経済学研究科博士課程(博 士 ・後期)

平成3年 度入学試験において、英語 につき合格点にたっしているのでその必要がない

と判断す る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　主査 神山 眞一

　　　　　　　　　　　　　　　　　副査 三澤哲也

　　　　　　　　　　　　　　　　　副査 河合 勝彦


